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２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１５年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 東 京 大 学 学長名 小宮山 宏 拠点番号 Ｉ０６ 

１．申請分野 Ｆ<医学系> Ｇ<数学、物理学、地球科学> Ｈ< 機械、土木、建築、その他工学> Ｉ<社会科学> Ｊ<学際、複合、新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

市場経済と非市場機構との連関研究拠点 

（The Research Center for the Relationship between Market Economy and Non-market Institutions） 

 

    研究分野及びキーワード <研究分野：   経済学>(ミクロ経済)(マクロ経済)(経済史)(統計学)(比較体制) 

３．専攻等名 大学院経済学研究科経済理論専攻/大学院経済学研究科現代経済専攻/大学院経済学研究科経営専攻(H19.4.1 企業・市場専攻) 

４．事業推進担当者           計  ３３名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項) 

(拠点リーダー) 

吉川
Yoshikawa

  洋
Hiroshi

 

 

経済学研究科経済理論専攻・教授 

 

マクロ経済学 PH.D. 

 

拠点ﾘｰﾀﾞｰ、マクロ的研究部門 

神取
Kandori

 道宏
Michihiro

  経済学研究科経済理論専攻・教授 ミクロ経済学 Ph.D. ミクロ的研究部門リーダー 

福田
Fukuda

 慎一
Shinichi

  経済学研究科現代経済専攻・教授、 金融論他 Ph.D. マクロ的研究部門リーダー、SIRJEとの連携 

岡崎
Okazaki

 哲二
Tetsuji

  経済学研究科経済史専攻・教授 日本経済史 経博 歴史的研究部門リーダー、ミクロ的研究部門 

国友
Kunitomo

 直人
Naoto

  経済学研究科経済理論専攻・教授 統計学他 Ph.D. 統計的研究部門リーダー 

林
Hayashi

  文夫
Fumio

  経済学研究科経済理論専攻・教授 マクロ経済学 Ph.D. マクロ的研究部門、統計的研究部門 

金本
Kanemoto

 良嗣
Yoshitsugu

  経済学研究科現代経済専攻・教授 都市経済学 Ph.D. ミクロ的研究部門 

井堀
Ihori

 利宏
Toshihiro

  経済学研究科現代経済専攻・教授 財政学他 Ph.D. マクロ的研究部門 

松井
Matsui

 彰彦
Akihiko

  経済学研究科現代経済専攻・教授 ゲーム論他 Ph.D. ミクロ的研究部門 

伊藤
It o

 隆敏
Takatoshi

  経済学研究科現代経済専攻・教授 金融システム Ph.D. マクロ的研究部門 

岩井
Iwai

 克人
Katsuhito

  経済学研究科経済理論専攻・教授 マクロ経学他 Ph.D. マクロ的研究部門、ミクロ的研究部門、拠点リーダー補佐 

三輪
Miwa

 芳朗
Yoshiro

  経済学研究科金融システム専攻・教授 金融システム 経博 ミクロ的研究部門 

和田
Wada

 一夫
Kazuo

  経済学研究科経営専攻・教授 比較経営史 Ph.D. 歴史的研究部門、ミクロ的研究部門 

伊藤
It o

 元重
Motoshige

  経済学研究科現代経済専攻・教授 国際経済学 Ph.D. ミクロ的研究部門 

矢島
Yajima

 美寛
Yoshihiro

  経済学研究科経済理論専攻・教授 統計学 理博 統計的研究部門 

田渕
Tabuchi

 隆俊
Takatoshi

  経済学研究科現代経済専攻・教授 都市経済学 Ph.D.  ミクロ的研究部門 

神谷
Kamiya

 和也
Kazuya

  経済学研究科経済理論専攻・教授 ミクロ経済学 Ph.D. ミクロ的研究部門 

久保川
Kubokawa

 達也
Tatsuya

  経済学研究科経済理論専攻・教授 統計学 理博 統計的研究部門 

松島
Matsushima

  斉
Hitoshi

  経済学研究科金融システム専攻・教授 ゲーム論 経博 ミクロ的研究部門 

谷本
Tanimoto

 雅之
Masayuki

  経済学研究科経営専攻・教授 マクロ経済学 Ph.D. マクロ的研究部門 

ﾌﾞﾗｳﾝ
Braun

､ﾘﾁｬｰﾄﾞ
Richard

ｱﾝﾄﾝ
Anton

 経済学研究科経済理論専攻・教授 マクロ経済学 Ph.D. 統計的研究部門 

大森
Omori

 裕浩
Yasuhiro

  経済学研究科経済理論専攻・准教授 統計学 Ph.D. 統計的研究部門 

澤田
Sawada

 康幸
Yasuyuki

  経済学研究科現代経済専攻・准教授 経済発展論 Ph.D. ミクロ的研究部門、マクロ的研究部門、事業担当者事務局 

大橋
Ohashi

  弘
Hiroshi

  経済学研究科現代経済専攻・准教授 産業組織論他 Ph.D. ミクロ的研究部門 

ﾁｮｲ
Choi

,ﾕﾝ
Yeon

、ｼﾞｭﾝ
Ju n

  経済学研究科現代経済専攻・講師 産業組織論他 Ph.D. ミクロ的研究部門・統計的研究部門 

ｴｽﾃﾊﾞﾝﾌﾟﾚﾃﾙ
Esteban-Pretel

,ｼﾞｭﾘｱﾝ
Julian

 経済学研究科経済理論専攻・講師 マクロ経済学 Ph.D. マクロ的研究部門 

ﾁｪﾝ
Chen

, ｼﾞｮ
Joe

― 経済学研究科現代経済専攻・講師 金融システム Ph.D. ミクロ的研究部門 

石田
Ishida

  功
Isao

 経済学研究科現代経済専攻・講師 金融システム Ph.D. 統計的研究部門 

荒井
Arai

 洋一
Youichi

 経済学研究科経済理論専攻・講師 計量経済学 Ph.D. マクロ的研究部門、統計的研究部門 

市村
Ichimura

 英彦
Hidehiko

 経済学研究科現代経済専攻・教授 計量経済他 Ph.D. 統計的研究部門・ミクロ的研究部門 

岩本
Iwamoto

 康志
Yasushi

 経済学研究科現代経済専攻・教授 公共経済学 経博 マクロ的研究部門 

ﾊﾝﾅ
Hannah

,ﾚｽﾘｰ
Leslie

 経済学研究科経済史専攻・教授 比較経営史 Ph.D. 歴史的研究部門(H19.2.28 任期満了退職のため辞退) 

ワン
Wang

,ケー
K e

 経済学研究科現代経済・講師 金融システム Ph．D ミクロ的・マクロ的研究部門（H18.9.27 退職のため辞退） 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ １ ９ 合   計 

交付金額(千円) 54,000 107,000 118,500 
107,900 

（10,790） 

108,000 

（10,800） 

495,400 

(21,590) 
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６．拠点形成の目的 
 
１．目的 
経済学は伝統的に市場経済を分析の対象に

してきた。その頂点が、完備した市場における
合理的な経済主体間の自由競争が資源の効率
配分を実現するという命題を確立した新古典
派理論の完成であった。それは経済学の様々な
分野に応用されただけでなく、他の社会科学に
も影響を与えた。だが重要な事は、その論理的
徹底性の故に、逆に人間の合理性と市場という
制度のもつ限界が内在的に明らかにされ、企業
組織や法秩序や社会制度や共同体規範といっ
た非市場的な諸機構の存在理由が明確化され
ることになったことである。 
現在、経済学研究のフロンティアは、市場経

済のみを対象とはしていない。市場経済と多様
な非市場的機構との連関のメカニズムの探求
こそ、最大のテーマになりつつある。とくに、
グローバル化した市場経済と旧来の社会制度
や政治過程や行動規範との大規模な再調整が
進行しているアジア、とりわけ日本において、
両者の連関メカニズムを解明することは、理論
的にも政策的にも緊急の課題である。本拠点は
ミクロ、マクロ、歴史、統計の４分野を基礎に、
理論分析、実証研究、行動実験、政策評価、比
較制度など多様なアプローチを用い、市場と組
織・法的秩序・都市集積、集団規範・認知過程
等の多様な非市場的機構との連関メカニズム
を総合的に研究し教育する。それにより、一方
で内外研究者との交流を通じて全世界に研究
成果を発信し、他方で、このような研究活動や
政策形成を継続していくための若手研究者育
成を計る。東京大学経済学研究科は、既に経済
学の世界最高水準の研究機関として認知され
ているが、本拠点はその基盤の上に、国際的な
研究交流を「日常性」にまでレベルアップし、
「東京学派（Tokyo School）」と呼ばれうる世
界水準の研究者再生産の場にすることを目標
にする。 
 
２．申請時までの準備状況等 
本研究科はすでに世界的に屈指の研究者を擁
している。ミクロの分野では進化ゲーム論、契
約理論、都市経済学、貨幣理論、法経済学、限
定合理性論などの理論的研究において、マクロ
の分野では金融財政政策や経済制度の比較評
価や国際金融システム設計などの実践的研究
と貯蓄投資理論や動学マクロモデルや進化論
モデルなどの理論研究の両方において、また計
量統計の分野でも応用統計的手法の開発にお
いて、世界のフロンティアに位置する研究の蓄
積がある。また付属日本経済国際共同研究セン
ターは、多くの国際会議を開催し、多数の長期
短期の海外研究者を招聘し、ミクロ、マクロ、
経済史、応用統計のワークショップを中心に国
際的な研究交流を行ってきた。この実績を基礎
に、国際的な研究交流及び研究発信のもう一段
の活性化が期待できる。 
このような研究面での準備に比して、若手研

究者育成の仕組みに関しては、まだ不十分であ
る。本拠点は、自然発生的に形成された「ミク
ログループ」「マクログループ」「統計グルー
プ」という専攻を横断した研究教育グループに、
市場と制度や組織に関する歴史研究に従事す
る「歴史」のグループを加えて、若手研究者教
育に新たな総合性を確立したい。特に従来演習
が主だった大学院の修士課程の中にコースワ
ーク中心の体系性をもったカリキュラムを構
築し、その上に博士課程の学生やＰＤが最先端
の国際的な研究に日常的に参加するワークシ
ョップ及びレクチャー・シリーズやセミナー・
シリーズを中心とした、若手育成の集団指導体
制を構築する。 
 
３．期待される成果・意義・波及効果 
新古典派の市場経済研究は既に一段落し、市

場経済と多様な非市場機構との連関メカニズ
ムが研究のフロンティアとなっている。その先
端に立ち、更なる拡大を目指す本拠点の研究と
教育は、経済学の発展のみならず社会科学全体
の発展のためにも重要である。 
(a) 米国を中心とする標準的な経済学研究は、
市場経済を絶対視する傾向がある。本研究科は、
多様な非市場的機構が市場経済を支えて（そし
て阻害して）来たアジア、そして日本の真っ直
中に位置しており、その豊富な歴史的経験と実
践的知識を背景にして、市場と非市場との連関
メカニズムを探求する拠点としての戦略的な
優位性を世界の中で確保している。単に外国の
理論の模倣や追認ではないその成果は国際的
にも待ち望まれている。 
(b)本拠点は、経済財政諮問委員、内閣府総括
政策研究官を始め、各種の政府審議会やメディ
アでの提言等によって日本や世界の経済政策
に深く関わる研究者を多数擁している。政策の
現場の経験と純粋な学問研究とのフィードバ
ックは、グローバル化された市場と旧来の制度
や組織が相克している日本において、政策実践
に多大の貢献をなすと期待される。 
(c)日本にはこれまで経済学において教育と研
究に関する集積効果を享受しうる規模の総合
的なプログラムが欠けていた。本拠点がそのよ
うな集積効果を実現し、世界水準の研究者再生
産の場として確立することは、経路依存性とい
う視点からも重要な意義をもつ。 
(d)本拠点と比較しうる国際的な研究教育拠点
は、スタンフォード大学における比較制度分析
コースであろう。本拠点が持つ比較優位は、第
一に日本とアジアの経済史や経済発展に関す
る研究者を多数要していること、第二に理論家
だけでなく実証研究にも重点が置かれている
こと、第三に政策形成の経験を持つメンバーを
通して、政策と学問との直接的なフィードバッ
クが期待できることである。 
(e)拠点形成が完了した暁には、東京大学経済
学研究科が、経済学だけでなく社会科学全般の
研究を先導する国際的な研究教育のネットワ
ーク、とりわけアジアでの中心地の一つとなる
ことが期待される。 
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７．研究実施計画 
 
１.研究拠点形成実施計画 
本計画を実施するために、ミクロ、マクロ、

歴史、統計の４つの部門を設定し、拠点運営委
員会のイニシャティブによって市場経済と非
市場機構との連関に関する総合的な研究組織
を構築する。分野として、ミクロ、マクロ、歴
史、統計という伝統的な区分を用いるのは、既
存のインフォーマルなグループにおける研究
教育の蓄積を活用できるからである。 
１）<ミクロ的研究部門> 非市場機構の分析
は、市場機構の研究に比して発展途上にあり、
この研究上のフロンティアを切り拓く基礎理
論研究を行い、いくつかの具体的応用を通じ、
非市場機構と市場機構との有機的関連にかん
しても新たな知見を発掘することを目標とす
る。まず、非市場機構の基幹をなす自生的秩序
や長期的関係に基づく協調の発生メカニズム
を解明し、これを踏まえて貨幣と交換、都市の
集積、組織の形成、社会規範など多様な問題を
分析する。これらの分析では、狭い意味での経
済合理性を超えた人間の認知・心理・行動上の
特性も考慮する。また、現実のデータをもとに、
日本やアジアについて非市場機構の特徴と市
場機構の連関を批判的に検討する。さらに両者
の最適な役割分担の観点から、制度設計や政策
決定などについてのケース分析を行なう。 
２）<マクロ的研究部門> 近年のマクロ経済
では、価格メカニズムを重視した新古典派的ア
プローチの限界が指摘されており、非市場機構
の役割を取り込んだ分析が、経済成長理論、貯
蓄・投資理論、金融政策、財政政策、国際金融
などの分野で求められている。その一方で、現
在の日本経済の状況を鑑みた場合、国際レベル
の基礎研究を行うと同時に、それに基づく論理
的な政策提言が課題として求められている。本
部門のメンバーには、経済諮問委員会、財務省、
内閣府、IMFなどで経済政策を担当したメンバ
ーが多く含まれている。本研究部門では、経済
理論と実証分析の研究成果とのフィードバッ
クを常にはかりながら、具体的な政策提言を行
う国際的な研究拠点となることが期待できる。 
３）<歴史的研究部門> 世界及び日本におけ
る経済史研究の新しい流れとして、制度と組織
に関する歴史的研究がある。歴史上に存在した
市場は、新古典派経済学で想定される抽象的な
それと相違して、様々な制度や組織と関連して
コーディネーションと動機付けの機能を果た
し、経済発展を支えてきた。近年、ゲーム理論・
契約理論・比較制度分析の発展をうけて、歴史
上の制度・組織・市場の相互関係とその進化の
メカニズムの解明が進みつつある。本研究科は、
日本固有の経済システムの進化に関する包括
的な実証研究や戦前の繊維工業及び戦後の自
動車工業における生産管理と動機付けの仕組
みに関する緻密な実証研究が行われてきたが、
経済理論と経済史研究のフィードバックによ
り、他分野との同時的な発展が期待できる。 
４）<統計的研究部門> 第一に公的統計情報

解析の研究を行う。中央・地方政府の存在意義
として公共的情報、とりわけ統計情報の非市場
的提供が重要な役割を果たしているが、インタ
ーネット時代における公的統計情報管理の方
法や統計情報開示の理論と応用が課題である。
第二には市場統計情報解析の研究があり、近年
発展がめざましい確率解析学や情報科学の展
開を踏まえた、金融リスク管理の統計学や計算
機ベイズ統計学の展開による問題解決を課題
とする。第三には、時系列解析や多変量解析な
どを統合する時空間計量分析の理論の開発と
応用、また企業や個人のミクロ的変化を直接に
計測するパネル・データ計量分析の理論の開発
を通して、ミクロ、マクロ、歴史部門における
研究教育を支援していく。 
５）これら各分野の研究成果は、各分野に特
定したミニ国際会議と全分野を総合した国際
会議を平行して積極的に開催し、国際的に発信
する予定である。だが、これまでの研究プロジ
ェクトの多くが、国際会議を開くことが自己目
的化しているとの反省を踏まえ、本拠点での研
究成果は、国内消費に終わり勝ちなコンファレ
ンス本よりは、国際的に開かれた専門誌に個別
に発表することを基本とする。 
 
２.年度別の具体的な研究実施計画 
平成15年度：＜研究拠点の立ち上げ＞ 
事務体制整備; 設備、IT、Databaseの整備;COE 
Fellowsの選出；ワークショップの編成。 
平成16年度：＜研究拠点の運営＞ 
IT, Database整備;COE Fellows招聘；ワークシ
ョップの運営；Distinguish Research Seminar
及びFrontier Economics Lecture のSeries
化；国際会議の開催。 
平成17年度：＜研究拠点の運営＞ 
COE Fellows招聘；ワークショップの運営；  
Distinguish Research Seminar及びFrontier 
Economics Lecture 両Series； 実験経済学の
教育研究開始；部門横断的ミニ国際会議の開
催；Japan Project、Trio、GETA会議開催；IT、
実験設備、Database維持改善。 
平成18年度：<拠点終結準備、新拠点準備> COE 
Fellows招聘；ワークショップの運営；  
Distinguish Research Seminar及びFrontier 
Economics Lecture両Series；実験経済学；部
門横断的ミニ国際会議の開催；Japan Project、
Trio、GETA会議開催；IT、実験設備、Database
維持改善。全部門統合国際会議の予備会議開催。 
平成19年度：<拠点終結へ> 
COE Fellows招聘；ワークショップの運営；  
Distinguish Research Seminar及びFrontier 
Economics Lecture両Series；実験経済学；部
門横断的ミニ国際会議の開催；Distinguish 
Research Seminar Series及び Frontier 
Economics Lecture Seriesの開催；全部門統合
国際会議の開催。五年間の研究教育の成果の総
括。本プログラム終結後の活動計画の策定。 
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８．教育実施計画 
 
1．基本理念 
 本拠点においては、「市場経済と非市場機
構との連関」に関する総合的研究を行うことを
その目的とするが、その際、独創的な知見を現
在生み出していく研究活動と将来の研究活動
のための土壌づくりである教育活動とは、表裏
一体の関係にある。本拠点は、このような観点
から、教育活動を研究活動と並ぶもう一本の柱
とし、国際的な研究者の再生産の場として自ら
を位置づけている。 
 
2.実施計画 
1)本拠点における教育計画の第１の特色は、
修士課程における体系的なコースワークの設
置である。本研究拠点は、経済学研究科内の経
済理論専攻の教官を中心として、主として現代
経済専攻の教官の協力の下で組織されるが、そ
の教育計画も研究組織と同様に専攻を横断し
たミクロ、マクロ、歴史、統計の４部門間の緊
密な連携の上に実施する。市場経済と非市場機
構との連関のメカニズムを総合的に研究する
ためには、市場経済分析の手法に習熟しておく
必要がある。本拠点に関連する修士課程の学生
にはミクロ経済学、マクロ経済学、計量経済学
を中心にした体系的なカリキュラムを組み、Ｔ
Ａを活用した厳格なコースワークを行う。これ
らの基礎コースで一定以上の成績を収めるこ
と及び研究者としての資質を示唆する修士論
文を作成することが博士課程で本拠点事業担
当教官を（歴史部門を除いて）指導教官とする
ための前提となる。 
2) 本研究拠点における教育計画の第２の特
色は、ワークショップ制度である。本拠点では、
上級コースや演習の履修および指導教官との
討議という通常の教育形態に加えて、ミクロ、
マクロ、歴史、応用統計のワークショップにお
ける集団指導システムを行う。各ワークショッ
プは、各部門の事業担当者が共同で主催し、COE
フェローを含む海外からの研究者、国内の招聘
教官、本拠点PD、そして大学院生が常時参加し、
同一の資格で討議に参加することになる。これ
らのワークショップには海外から本研究科を
訪れる多数の研究者の研究発表の場となるは
ずであり、最新の研究成果に直接触れる絶好の
教育機会を提供する。 
また、院生がワークショップで論文を発表す

ることを奨励すると同時に、学会発表のリハー
サル的なミニ・ワークショップを複数回開催し、
研究発表に必要なスキルを教育する。 
3) 第３の特色は、ＣＯＥフェローの研究セミ
ナーである。毎年複数名任命するＣＯＥフェロ
ーは、市場経済と非市場機構の連関に関するテ
ーマの研究セミナーを大学院生及びポストド
クを主な対象にして行う義務をもつ。それは１
学期を通すか、２週間程度の集中的なものかで、
参加した大学院生は大学院の必要単位認定を
得ることができるようにする。このセミナーは
原則として英語で行われる。 

4) 第４の特色は、国際化のための教育である。
すでに本研究科ではBraun助教授（当時）や外
国での教育経験の長い教官が中核コースの一
部を含む大学院の講義を英語で行っている。さ
らに数名の外国人教官の雇用計画もある。また
主要なワークショップでの発表や討議は基本
的には英語で行われており、国際化では日本の
最先端にある。だが、経済学が急速に国際化し
ている中、欧米諸国だけでなく他のアジア諸国
と比べても、日本の若手研究者の英語力は未だ
不十分である。国際化の一層の拡充を図るため
に、本拠点においては英語による論文作成やセ
ミナー発表を補助するためのＲＡあるいは非
常勤教官を雇用する。 
5) 第５の特色は、院生及び若手研究者の海外
派遣プログラムである。現在すでに存在してい
る海外の大学との提携を活用して、優秀な大学
院生を派遣して、講義やセミナーを聴講させる
プログラムを拡充する。また本拠点ではポスト
ドク及び任期付き講師の内の何人かを海外で
のワークショップやコンファレンスに派遣す
ることを制度化し、ポストドクや任期付き講師
公募の際の条件の一つにする。 
 
３．年度毎の具体的な教育実施計画 
平成15年度：＜研究拠点の立ち上げ＞ 
PDの選出；ＲＡの採用;英語教育プログラムの
準備；各ワークショップの編成。 
平成16年度：＜研究拠点の運営＞ 
PDの選出；ＲＡの採用、OJTとしてのTA；英語
教育プログラムの開始；夏期海外派遣若手研究
者の派遣；ワークショップの運営。 
平成17年度：＜研究拠点の運営＞ 
COE特任助手講師、PDの選出；RA・TAによるＯ
ＪＴ；英語教育プログラムの正式科目化；海外
派遣若手研究者の派遣；ワークショップの運
営；ミクロ、マクロ、実証ミクロ Brown Bag 
Lunch Seminarの院生による自主運営；
Distinguish Research Seminar及び Frontier 
Economics Lectureのseries化；実験経済学教
育研究；部門横断的なミニ国際会議の開催。 
平成18年度：<拠点終結準備、新拠点準備> 
COE特任助手講師；PD任命；RA・TAによるＯＪ
Ｔ；英語教育プログラムの継続；海外派遣若手
研究者の選出、派遣；ワークショップの運営；
COE-BBLS自主運営；Distinguish Research 
Seminar Series及び Frontier Economics 
Lecture Seriesの開催；実験経済学に関する教
育研究の継続；部門横断的ミニ国際会議の企画、
開催；全部門統合国際会議の準備、若手中心の
予備会議開催。 
平成19年度：<拠点集大成へ> 
COE特任助手講師、PD、RA・TAの任命；英語教
育プログラム；海外派遣若手研究者の選出、派
遣；ワークショップ、COE-BBLS、 Distinguish 
Research Seminar及び Frontier Economics 
Lecture Series；全部門統合国際会議の開催。
五年間の研究教育の成果の総括。プログラム終
結後の活動計画の策定。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 
 
①目的の達成状況 
1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体
の目的達成度 
国際的な研究交流を「日常性」にまでレベル

アップし、「Tokyo School」と呼ばれうる世界
最高水準の研究者再生産の場にするという本
拠点の目標は、想定以上の成果をあげた。国際
的な研究交流の質量ともの飛躍的拡大、市場と
非市場の連関をテーマにした多数の研究成果、
新たな研究テーマの開発と展開、若手研究者の
国際的に開かれた雇用スキームの確立、若手の
英語論文作成や発表のスキル開発、そして院生
やＰＤによる国際ジャーナルへの研究発表の
急増などの実績に示されている。本研究科の生
産性及び認知度は、少なくともアジアではトッ
プ水準、世界全体でも欧米の一流大学に比肩し
うる水準に到達した。 
(a)本拠点における内外の研究者との研究交流
は質量共に急増し、世界の研究者ネットワー
クのアジアにおける最大の結節点の位置を占
めるようになった。第一に、COE Fellowとし
て海外から招聘した研究者の数は、H15年度か
ら H19年度にかけて 5,9,13,52,35、計 138名
にのぼる。これは付属日本経済国際共同研究セ
ンターのそれまでの 6年半の海外招聘者数が
65であり、驚くべき上昇である。招待者の中に
は Eric Maskin, Ed Prescott, Bob Engle, 
Muhammad Yunusなどノーベル賞受賞者が含ま
れている。（Engle以外の受賞は招聘後である。）
第二に、ミクロ、マクロ、歴史、統計のワー
クショップ開催数は、H15年から H19年度にか
けて74,143,116,186,139と延べ計658回であ
った。第三に、卓越した業績の研究者や研究
のフロンティアにいる研究者による
Distinguished Research Seminarと Frontier 
Economics Lectureを開催した。前者は海外、
国内それぞれ 22名、1名、後者は海外、国内そ
れぞれ 27名、1名を招聘した。 
(b)本拠点は多くの国際会議を主催共催し、本
研究科だけでなく、国際研究交流のための場作
りという公共財の役割を積極的に果たした。 
開催数は H15年度１、H16年度 10,H17年度 4、
H18年度 5,H19年度 4回、計 24回である。参加
者総数は約 1000名、外国人（海外からの日本
国籍者の参加は除く）参加者は延べ 236名であ
った。勿論、重要なのは、数量だけでなくその
内容と全体の構成である。第一に、本拠点の４
グループがそれぞれ中心になって、市場と非市
場の連関をテーマの中に繰り込んだ国際会議
を主として前半に開催した。（ミクロでは、社
会実験による政策評価、談合の日韓比較、空間
経済学の理論と実証、一般均衡論の新展開など、
マクロでは、日本の景気循環、東アジアの金融
政策、経済動学の新展開、マクロ経済の経済物
理学的アプローチなど、歴史及び経済発展では、
グローバル経済における市場と国家、所有と経
営の分離、経済発展過程の実証分析など、統計
では、時空間統計解析、ミクロ計量経済分析な

どである。）第二に、最後の二年間は、市場経
済と非市場機構の連関という本拠点全体のテ
ーマを集大成するため”Institutions and 
Organizations in Economic Development”及
び”Wealth and Poverty in Economic 
Development” の二つの国際会議を開催した。
共に、本テーマの更なる発展のために、本拠点
の若手と海外の著名な研究者が中心になるよ
うに会議を設計した。第三に、毎年、アメリカ
の NBER、ヨーロッパの CEPRと国際コンファレ
ンスを共催し、日、米、欧、アジアの研究者の
交流の結節点として機能を高めた。第四に、ア
メリカ偏重になりがちな研究交流をアジア及
びヨーロッパに広げるため、Seoul National 
University及び London School of Economics
と、それぞれ経済政策および経済史に関するコ
ンファレンスを毎年定期的に共催することと
した。 
(c)内からの国際化を目指して、経済学研究科
と協力して、外国籍教員を積極的にリクルート
した。Braunは拠点設置前からの所属であるが、
加えて経済史の世界的権威である Hannahを招
聘し、歴史部門の中心メンバーとした。(H17
年 3月に他機関に移籍。)特筆すべきは、後述
する方式によって、韓国、スペイン、台湾、中
国籍の若手を、Tenure-track Assistant 
Professorとして 4名雇用したことである。（一
人は後に移籍）。教授会は日本語だが、本拠点
のメンバー会合はすべて英語で行われた。 
(d)本拠点の研究成果に関しては 3)、内外に与
えた影響に関しては③で紹介し、人材育成面の
成果に関しては次節2)で叙述する。 
2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 
独創的知見を生み出す研究活動と将来の研

究活動の土壌づくりである教育活動とは、表裏
一体の関係にある。本拠点は、教育活動を研究
活動と並ぶもう一本の柱とし、国際的な研究者
の再生産の場として自らを位置づけた。とくに
(d)-(k)で述べるように、そのために本拠点独
自の制度的なイノベーションを行った。 
(a)本拠点では、まずミクロ経済学、マクロ経
済学、計量統計という経済学研究における国際
標準である基礎ツールを修士課程で体系的に
習得させた。加えて、市場経済と非市場機構の
連関というフロンティアの研究を推進するた
めには、かつて新古典派経済学が中心であった
時のような統一的方法論はなく、可能な限り、
多様な手法に触れ、幅広くテーマを展望するこ
とが不可欠である。そのため、ミクロ、マクロ、
経済史、応用統計(それに都市経済)のワークシ
ョップを大学院教育プログラムに組み込み、そ
の上に各分野の先端研究に関するFrontier 
Economics Lectureと分野横断的なテーマに関
するDistinguished Research Seminarを聴講す
る機会を作った。 
(b)次に、幅広いバックグラウンドから院生を
受けいれた。経済学研究科のH15年度-19年度の
修士入学者は63,56,68,59,64名であるが、他大
学から受入数は増加し、それぞれ24,21, 
29,31,40名と、近年では過半数を占めるに至っ
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た。本研究科の開放性と共に、経済学教育研究
の拠点としての認知を反映している。 
(c)博士課程院生を対象としCOEアシスタント
を毎年雇用し、教員と院生の希望アンケートに
基づきマッチングをし、RA及びTAを通じる事業
担当者指導下の研究教育のOJTとして位置づけ
た。雇用数は、H15年度―H19年年度にかけて、
33,39,48,40,45名であった。さらに、本拠点で
は、院生やＰＤが国際水準の研究を行うため、
以下のような独自プログラムやインセンティ
ブ制度を考案した。 
(d)院生の国際的な研究発表とコミュニケーシ
ョン能力の育成のため、専任の外国人講師を雇
用し、英語能力育成プログラムの立案をさせた。
その上で研究科の正式のコースとして英語の
プレゼンテーションとライティングの講義を
担当させ、本拠点のRA・TAには出席を要請した。
また上記のワークショップ、Seminar 、Lecture
は原則として英語で行われており、「日常的」
に院生のコミュニケーション能力を育成する
ことに寄与した。 
(e)COE-Brown Bag Lunch Seminarの自主運営。
若手のinformalな発表の場として、マクロ・ミ
クロ・実証ミクロの３Brown-Bag Lunch Seminar
を開設し、COEアシスタントとPDの自主運営体
制を整備した。期間中の実施回数は各々12、14、
19、26、21回であった。 
(f)研究成果の迅速な普及に向けてHPからダウ
ンロード可能なCOE Discussion Paper Series
を作成し、アシスタントの優れた研究に発表機
会を付与した。（実績は(i)で紹介。） 
(g)COEアシスタントの良い研究を事業担当者
が選別し、学会発表や海外調査を奨励援助した
。国内はH16-19年度に11,10,18,6名、海外はH15
－19年度に1,5,9,3,2名（若手講師も含む）で
あった。国内研修に比して海外研修は残念なが
ら成果は不十分であった。 
(h) COEアシスタントのOJTにおけるインセンテ
ィブとして、優れたTA活動に対するCOE-TA賞を
創設した。選考は、受講生によるTA評価アンケ
ートに基づいた。H15年冬学期からH19年冬学期
まで、合計22名が受賞し、COE全体会議で賞状
授与式を行い、副賞として英語論文の校正費用
の権利を与えた。 
(i) 以上のような若手教育プログラム及びそ
の国際化が大いなる成果を挙げていることは、
第一に院生、PDが著者であるCOE-DP、特に英語
版の数が急増傾向にあることに示されている。
H15年度からH19年度まで2,10,8,14,22の計56
本、内英文は2,8,6,10,18の計44本である。次
にこの努力が、国際査読誌への研究発表の増加
に反映されることになった。拠点発足の平成15
年以降に、本拠点の院生が経済学分野の国際査
読誌に英文で発表した論文は68本に達する。注
目すべきは、論文数がH15年度からH19年度まで、
各年2,7,14,22,24と急速な増加を示したこと
だ。（forthcomingを含むが、19年度は集計漏
れの可能性がある。）この数字に外国留学した
者の外国での出版は入っておらず、純東大産の
国際化である。 

(j)また本研究科の平成15-19年度の課程博士
号授与数は67であり、拠点発足直前の5年間の
授与数41に比して６割以上の増加である。以上
(i)(j)の実績は、国際水準の研究能力を有する
若手研究者を日本国内で養成することに本拠
点が成功したことを意味している。 
(k)更に強調すべきは、本拠点の主導により経
済学研究科における講師レベルの若手採用過
程を完全に国際基準化したことである。H15, 
H16,H18年度に、准教授の昇進可能性が開かれ
た任期付講師(Tenure-track Assistant Pro- 
fessor)の採用を国内だけでなく米国の学会誌
のJOAで公募した。雇用に際して、日本語能力
を条件とせず、講義は英語も可にした。応募書
類を事前審査し、事業担当者を米国経済学会に
派遣して、20-30名の候補者と面接し、主要候
補者を東大に招聘してJob Seminar及び教員に
よる終日面接を行った。H15年は2名(外国籍
1),H16年4名（外国籍3）,H18年2名が研究科に
採用され、即時に本拠点事業担当者に編入され
た。その結果、経済学研究科は全国でも類を見
ない国際化を達成した。 
3)研究活動面での新分野の創成や、学術的知見
等 
価格が十分統計となる市場経済と異なり、非

市場的な機構は、経済主体間の情報構造や認知
過程、主体同士の動態的な相互作用のあり方な
どの違いに応じて多様な形態をとる。本拠点で
は、その多様性を分析する手法として、繰返し
ゲーム、進化ゲーム、集積ネットワーク論、統
計物理アプローチ、サーチモデルなどを理論的
に開発する一方、日本やアジア等の市場経済の
発展過程の中で非市場機構が現実に果たして
きた様々な役割を緻密に実証することに力を
注いだ。また、実証のインフラ構築のために、
ミクロデータの調査収集及びその統計的分析
手法の開拓も行った。 
(a)まずミクロ部門ではゲーム論的アプローチ
が大きな成果を生んだ。特に、繰返しゲームに
おいて協調成立に必要な情報の条件、差別と偏
見の生成、独裁者ゲームにおける「声」の重要
性、制度設計における正直さの役割等、この研
究動向のフロンティアを拡大する知見を多数
得た。加えて、ゲーム以外の多様な分権的調整
機構の理論化も行い、貨幣の役割、都市の集積
過程、組織における規範や法の役割等の理解を
進展させ、さらに日本やアジアでの災害リスク
に対するformal/informalな保険機構や技術革
新に対する所有構造の影響等、非市場機構の果
たす役割に関する実証的知見も深めた。 
(b)経済のマクロ的変動は、価格調整を重視す
る新古典派モデルでは説明困難なパターンを
示してきた。マクロ部門では、主体間の相互作
用がファット・テイル的な統計的変動を生み出
す確率過程の分析手法を確立し、併せて金融や
労働など非新古典派的性質の強い市場を明示
的に組み込んだ動態モデルを展開した。また、
東アジア危機における為替市場と国内市場の
相関や低迷期の日本経済における金融や政策
の役割などの実証的理解を深めた。  
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(c)歴史部門では、日本の市場経済システムの
発展の中で組織や制度が果たした役割を、江戸
期の株仲間から戦前期企業のガバナンス、更に
個別産業での集配組織や生産管理まで、ミクロ
部門の成果を取りいれた緻密な実証研究を行
った。また、比較経済史の立場から、所有と経
営の分離や企業規模と生産性の関係などに関
する通説に疑問を付す制度的研究を行った。  
(d)統計部門では、観察データを使った政策評
価のためのマッチングや官庁統計等における
ミクロデータ解析のための小地域推定などの
統計手法の拡張や開発に成功し､さらにアジア
及び日本における多様なリスクに対する個人
や世帯の保険行動や教育とコミュニティーの
関係などに関するミクロデータの調査収集を
行い､併せて実証分析も行ってきた。 
(e)以上紹介した研究に加えて､拠点活動の中
で開発された分野横断的なテーマが新プロジ
ェクトとして開始された。実験経済学、障害学、
経済物理学、自殺の経済社会分析、家計行動の
大規模ミクロ個表データの調査分析などであ
り、本拠点の拡大再生産の基礎となる。 
 
4)事業推進担当者相互の有機的連携 
本拠点では、ミクロ、マクロ、統計、歴史の
４分野を運営委員会が統括する体制をとった。
その研究教育には、まさに多様な手法の組み合
わせによる斬新なテーマ設定が不可欠であり、
手法による統一は不可能だが、市場論理の追求
が逆に非市場機構の存在意義を浮かび上がら
せるという視点の共有は、個別テーマや個別部
門を超えて、事業担当者の研究を深化させるこ
とに貢献した。そのために、全事業担当者の共
同会議の定期的開催、複数ワークショップの共
催数の増加、全分野的テーマに関する
Distinguished Research Seminarの開催数の増
加、分野横断的な拠点内新プロジェクトの立ち
上げ等の共同作業を行った。特にH17年度から
は若手を中心として拠点のテーマ全体を統合
する国際会議の企画に努力を傾注した。「経済
発展の中の制度と組織」及び「経済発展におけ
る富と貧困」の二つの統合国際会議が成功した
のは、本拠点の分野間の連携の大きな成果であ
る。 
 
5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 
③で述べるような本拠点の国際競争力は､そ
の学問的貢献度が数量化しにくい人文社会科
学の分野においては特異であり、東京大学の国
際的プレゼンスに大きく貢献した。また、本拠
点での国際的交流の飛躍的増加や常勤講師の
採用過程の国際化は、経済学研究科が日本にあ
りながら日常的に世界の研究交流ネットワー
クの中心点の一つになったことを示している。
事業担当者は今後もアメリカだけでなく､アジ
アやヨーロッパとも国際会議や共同研究を続
ける使命感を持っている。しかも、院生やPDの
研究の国際査読誌の掲載数の急上昇は､この国
際競争力が一時的ではなく、将来にも持続拡大
していくことを予期させる。 

6)国内外に向けた情報発信 
(a)ワークショップや、Distinguished Research 
Seminar、Frontier Economics Lectureなどに
おける海外招聘者との直接的な意見交換､(b)
多数の国際会議における直接的な研究交流、
(c)事業推進担当者の国際学会での発表や講演、
(d)ホームページによる拠点活動の情報提供、
(e)インターネットでダウンロード可能な
COE-DPシリーズの刊行（英文227本、和文55本）、
(e)事業担当者及び院生やPDによる国際査読誌
での多数の出版、(f)研究書の出版など、手法
的には新規さはないが､本拠点の研究教育活動
を様々なルートを通して国の内外に向けて積
極的に情報発信を行った。 
 
7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形
成のため効果的に使用されたか） 
本拠点では、予算の８割程度を人件費に充て、
内6-7割がRA及びPDの雇用､後は英語教育や歴
史資料専任講師や拠点運営のため雇用に回し
た。立ち上げ初期には､設備、IT､Database等に
一定の支出をし､中途で拠点内新規プロジェク
の実験用の設備費用にも配分したが、残りは主
に海外からの招聘、ワークショップ､国際会議
費に支出した｡国際交流と若手育成という拠点
の両輪に効果的な予算配分であった。とりわけ、
RAに対する英語論文の添削費用援助や学会参
加援助費など、きめの細かな支出が予想外に大
きな成果を生んだ｡ 
 
②今後の展望 
本拠点の研究教育活動はこれだけの成果を

収めたので、様々な形で継続し発展させたい。
すでに障害学が学術創成プロジェクトとして
スピンオフし、大規模家計パネルデータ分析に
関する理論と実証の総合プロジェクトやゲー
ム論的実験経済学プロジェクトも準備してい
る。また教育COEへの申請を行っている。 
 
③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学
内外に与えた影響度） 
Thomson Science Indicator 社のデータによ
ると、2001-2006年の6年間における経済学分野
の大学別論文引用数は、東京大学が425で、国
内第1位であった。(国内2位の大学の引用数は
238である。)経済学研究者としての国際的評価
の一指標としてのEconometric Societyのフェ
ロー数は、東京大学は7であり、アジアでは1位。
2位(フェロー数2)に大差をつけており、ケンブ
リッジ、オックスフォード、LSE等の欧米の有
力大学とほぼ同等である。また、事業担当者が
この5年間に、林文夫の米国アカデミー外国人
名誉会員就任を始め国内外で様々な賞を受賞
し、招待講演者や基調講演者になったことも拠
点の認知度を高めている。更に政策形成におい
ても、リーダーの吉川がH18年まで経済財政諮
問委員会民間委員を務め、同じ事業担当者の伊
藤隆敏が後任になったこと等、本拠点の研究と
経済政策形成とのフィードバックは維持拡大
されている。 
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拠点のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称 市場経済と非市場機構との連関研究拠点 

１．研究活動実績 

①この拠点形成計画に関連した主な発表論文名・著書名【公表】 
・事業推進担当者（拠点リーダーを含む）が事業実施期間中に既に発表したこの拠点形成計画に関連した主な論文等 
〔著書、公刊論文、学術雑誌、その他当該プログラムにおいて公刊したもの〕） 

・本拠点形成計画の成果で、DP、Ｗｅｂ等の形式で公開されているものなど速報性のあるもの 
※著者名（全員）、論文名、著書名、学会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年（西暦）の順に記入 

    波下線（   ）：拠点からコピーが提出されている論文 
下線（   ）：拠点を形成する専攻等に所属し、拠点の研究活動に参加している博士課程後期学生 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

平成15年度 

1. “東大－ＮＹＵ国際シンポジウム：日本経済の景気回復は本格的か？”2003.11.4、東京大学、80名（うち外国人3名）、 
平成16年度 

1. “The First Asian Workshop on General Equilibrium Theory(GETA2004)”, 2004.6.11,慶応義塾大学,30名（うち外
国人5名）、Bernard Cornet, Tarun Sabarwal, Leila Triki 

2. 「東アジア経済セミナー：低インフレ下における金融政策」、2004.6.25-27、アカデミーヒルズ（六本木ヒルズ森

タワー49階）、31名（うち外国人18名）,Andrew Rose, Jia-Dong Shea, Ya-Hwei Yang 

3. “Northwestern University-University of Tokyo Conference on Sources and Propagation of Macroeconomic 
Impulses”, 2004.7.9-10, 東京大学、30名（うち外国人19名）,Ariel Burnstein, Carlos Vegh, Charles Engel 
4. 「社会実験による政策評価」、2004.8.13、東京大学、30名（うち外国人1名）, 

5. “UT-Forum in Economics and Management: From Evolutionary Game to Japanese Management”, 2004.8.25, 東京
大学、50名（うち外国人40名） 

6. 「貧困削減開発戦略研究会（全国会議）」、2004.8.12、東京大学、22名（うち外国人1名） 

7. 「東アジアの通貨危機ＩＶ：金融危機と経済成長」、2004.8.30-31、東京大学、8名（うち外国人20名）、Joshua Aizenman, 

John Fernald, Kar-yiu Wong 

8. 「家計経済研究所：パネル調査カンファレンス」、2004.12.24、東京大学、90名 

9. “Econbomics of Colusion:Evidence from Korea and Japan”, 2005.1.17, 東京大学、30名（うち外国人4
名） 

10. “Between Market and State in Global Economy”, 2005.3.15, 東京大学、30名（うち外国人3名） 
平成17年度 

1．”GETA2005”, 2005.6.25, 東京大学、30名（うち外国人7名）, Xiao Luo, Aditya Goenka, Fan-chin Kung 
2. “ＮＢＥＲ－ＥＩＪＳ－Japan Project Meeting－”, 2005.12.9-10, 東京大学、76名（うち外国人31）, 
3. “ＮＢＥＲ－ＣＥＰＲ-TCER”, 2005.12.9-10, 東京大学、35名（うち外国人12名）, Robert Engle, Andrew 
Rose, Mark Spiegel 

4. “Divorcing Ownership from Control?-New Perspectives on Stock Market History-“, 2006.1.10, 東
京大学、30名（うち外国人5名）, 

平成18年度 

1. “University of Tokyo, University of Southern California Conference on Economic Dynamics in Honor 
of Edward Prescott (プレスコットコンファレンス)”, 2006.11.3、11.4, 東京大学、42名（うち外国人7名）, 
Edward Prescott, Yong sung Chang, Gary Hansen 

2.「時空間統計解析の今後の課題について」、2006.11.13-11.15、東京大学、15名(うち外国人8名）、Noel 

Cressie,  Peter M. Robinson, V De Oliveira 

3. “Three-country Conference”, 2006.11.17, 東京大学、19名(うち外国人9名）, Zhangkai Huang, Liu Li, 
Sang Kee Min 

4. “Econophysics Workshop”, 2006.11.27, 東京大学、20名(うち外国人2名）, Lukas Pichl, Enrico Scalas, 
青木正直 

5. “COE Conference on Market and Organizations” 2006.12.14, 東京大学、15名（うち外国人1名）, Marcel 
Fafchamps,保田彩子, 星岳雄,   

平成19年度 

1．“Tokyo Workshop on Spatial Economics”, 2007.6.30-7.1, 東京大学、23名(うち外国人8名）, William 
Strange, Frederic Robert-Nicoud, Giovanni Peri 

2. “Advances in Development Economics The 30th Anniversary of Yotopoulos and Nugent "Economics of 
Development: Empirical Investigations", 2007.8.8, 東京大学、57名（うち外国人9名）, Pan Yotopoulos, 

Jeffrey Nugent, 鳥居泰彦 

3. “Wealth and Poverty in Economic Development”, 2007.12.8-9, 東京大学、60名（うち外国人15名）, Dean 
Karlan, Jonathan Morduch, Mark Rosenzweig 

4. “Frontiers of Microeconometrics- Theory and Applications”, 2008.3.15-16, 東京大学、105名（うち
外国人8名）, Victor Chernozhukov, Kenneth Chay, Erik Plug 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

本拠点は、教育活動を研究活動と並ぶもう一本の柱とし、国際的な研究者の再生産の場として自ら
を位置づけ、院生やＰＤが国際水準の研究を行うため、以下のような独自プログラムやインセンテ
ィブ制度を考案した。 
(a)まずミクロ経済学、マクロ経済学、計量統計という経済学研究においてグローバル標準である基礎
ツールを修士課程で体系的に習得させた。 
(b)市場経済と非市場機構の連関というフロンティアの研究を推進するためには、かつて新古典派経済
学が中心であった時のような統一的方法論はなく、多様な手法に触れ、幅広くテーマを展望するこ
とが不可欠である。そのため、ミクロ、マクロ、経済史、応用統計(それに都市経済)のワークショ
ップを大学院教育プログラムに組み込み、その上にFrontier Economics LectureとDistinguished 
Research Seminarの二つの最上級講義及びセミナーシリーズを設置し、国際的にフロンティアな仕
事をしている研究者から先端研究に関する講義、世界的に卓越した業績をもつ研究者から分野横断
的なテーマに関するセミナーを直接聴講できるようにした。 
(c)次に、幅広いバックグラウンドから院生を受けいれた。経済学研究科のH15年度-19年度の修士入学
者は63,56,68,59,64名であるが、他大学から受入数は増加し、それぞれ24,21, 29,31,40名と、近年
では過半数を占めるに至った。本研究科の開放性と共に、経済学教育研究の拠点としての認知を反
映している。 
(d)博士課程院生を対象としCOEアシスタントを毎年雇用し、教員と院生の希望アンケートに基づきマ
ッチングをし、RA及びTAを通じる事業担当者指導下の研究教育のOJTとして位置づけた。雇用数は、
H15年度―H19年年度にかけて、33,39,48,40,45名であった。 
(e)院生の国際的な研究発表とコミュニケーション能力の育成のため、専任の外国人講師を雇用し、英
語能力育成プログラムの立案をさせた。その上で研究科の正式のコースとして英語のプレゼンテー
ションとライティングの講義を担当させ、本拠点のRA・TAには原則として出席を要請した。 
(f)また上記の4つのワークショップ（とりわけミクロとマクロ）、Frontier Economics Lectureと
Distinguished Research Seminarは原則として英語で行われており、「日常的」に院生のコミュニ
ケーション能力を育成することに寄与した。 
(g)COE-Brown Bag Lunch Seminarの自主運営。若手のinformalな発表の場として、マクロ・ミクロ・
実証ミクロの３Brown-Bag Lunch Seminarを開設し、COEアシスタントとPDの自主運営体制を整備し
た。H15-H19年度それぞれの実施回数は各々12、14、19、26、21回であった。 
(h)H15年度から、研究成果の迅速な普及に向けてHPからダウンロード可能なCOE Discussion Paper 
Seriesを作成し、アシスタントの優れた研究に発表機会を付与した。 
(i)COEアシスタントの良い研究を事業担当者が選別し、学会発表や海外調査を奨励援助した。国内は
H16年11、H17年10、H18年18、H19年6、海外はH15年1、H16年5、H17年9、H18年3、H19年2（若手講師
も含む）であった。 
(j)また、良い英語論文に対しては、やはり事業担当者がレフェリーし、英文添削費を最大5万円援助
した。 
(k) COEアシスタントのOJTにおけるインセンティブとして、優れたTA活動に対するCOE-TA賞を創設し
た。選考は、受講生によるTA評価アンケートに基づいた。H15年冬学期からH19年冬学期まで、合計
22名が受賞し、COE全体会議で賞状授与式を行い、副賞として英語論文の校正費用の権利を与えた。 
(l) 以上のような若手教育プログラム及びその国際化が大いなる成果を挙げていることは、第一に院
生、PDが著者であるCOE-DP、特に英語版の数が急増傾向にあることに示されている。H15年度からH19
年度まで2,10,8,14,22の計56本、内英文は2,8,6,10,18の計44本である。次にこの努力が、国際査読
誌への研究発表の増加に反映されることになった。拠点発足の平成15年以降に、本拠点の院生が経
済学分野の国際査読誌に英文で発表した論文は68本に達する。注目すべきは、論文数がH15年度から
H19年度まで、各年2,7,14,22,24と急速な増加を示したことだ。（forthcomingを含むが、19年度は
集計漏れの可能性がある。）この数字に大学院中途で外国留学した者の出版は入っておらず、純国
産の国際化である。また本研究科の平成15-19年度の課程博士号授与数は67であり、拠点発足直前の
5年間の授与数41に比して６割以上の増加である。 

(m)最後に、本拠点が中心となり経済学研究科における講師レベルの若手採用過程を完全に国際基準化

した。H15, H16,H18年度に、准教授の昇進可能性が開かれた任期付講師(Tenure-track Assistant 

Professor)の採用を国内だけでなく米国の学会誌のJOAで公募した。雇用に際して、日本語能力を条件

とせず、講義は英語も可にした。応募書類を事前審査し、事業担当者を米国経済学会に派遣して、20-30

名の候補者と面接し、主要候補者を東大に招聘してJob Seminar及び教員による終日面接を行った。H15

年は2名(外国籍1),H16年4名（外国籍3）,H18年2名が研究科に採用され、即時に本拠点事業担当者に編

入された。 

 
 



機関名：東京大学 拠点番号：I06 

 

２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果 

 

（総括評価） 

 設定された目的は十分達成された 

（コメント） 

拠点形成計画全体については、国際的な研究交流を日常的に行い、経済学の世界最高水

準の教育研究の拠点にするという目的は十分に達成された。 

人材育成面については、体系的教育、国際的な舞台での研究発表能力の涵養、ＣＯＥア

シスタントなどを通じた経済的支援などが積極的に行われ、課程博士授与数についても、

入学者数に比べると少なめではあるが、 多数輩出しており、教育改革は成果をあげたと評

価できる。 

研究活動面については、国際会議、ワークショップ、ＣＯＥフェローの招聘、海外の有

力研究者の招聘などを通じ、世界有数の研究者との交流が図られ、個々の研究者レベルで

は、ミクロ、マクロ、歴史、統計の各分野で世界水準の研究が行われ、著名な学術ジャー

ナルに成果が発表されるなど、国内では群を抜いており、教員の採用に関して、国際基準

化する試みが行われたことも高く評価できる。しかしながら、申請研究テーマと事業成果

との間には若干の齟齬が見受けられ、当初計画にあった「東京学派」の創設という目的が

達成されたのか、明確ではない。 

補助事業終了後の持続的展開については、有力な研究者を多数擁する組織であることか

ら、大いに期待できるが、今後、大学側の支援を期待する。 
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